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合弁会社（子会社）の設立に関するお知らせ  

 

当社は本日開催の取締役会において、株式会社ＰＥＩ（以下「ＰＥＩ」という。）と合弁契約を締

結し、（仮称）日本ＰＣマーケティング株式会社を設立することを決議いたしましたので、下記のと

おりお知らせいたします。 

 
記 

 
１． 合弁会社設立の目的 

当社グループは、「１人ひとりのお客様に最適なスマートライフを！」を企業理念に掲げ、自宅や

オフィスで利用するパソコンに限らず、スマートフォン・タブレット端末、デジタル家電をはじめ

としたネットワーク機器やHEMS（HOME ENERGY MANAGEMENT SYSTEM）に至るまで、あらゆる機器に関

するサポートサービスをワンストップで提供することに努めております。 

（仮称）日本ＰＣマーケティング株式会社は、当社が訪問した顧客リストを活用して、通信ＯＡ

機器等の販売提案事業を行うことを目的として設立される会社です。 

 ＰＥＩは、現在、当社と当社の取引先である株式会社ライト通信（以下、「ライト通信」とい

う。）との間で行っている当社顧客リストを活用した通信ＯＡ機器等の販売提案事業の営業活動を担

うべく設立された会社です。同社独自で当社と当該事業を協業するために、ＰＥＩは（仮称）日本

ＰＣマーケティング株式会社に 30％出資すると共に、同社の代表取締役社長である辻本氏（ライト

通信の現執行役員）が（仮称）日本ＰＣマーケティング株式会社の代表取締役社長に就任する予定

です。 

当該合弁会社の設立により、今後は、現在当社の個別業績に売上計上されている業務手数料が無

くなりますが、新しく連結子会社となる（仮称）日本ＰＣマーケティング株式会社では、その業務

手数料の計算根拠となっている当該事業に係る顧客に対する売上高と利益の全額が計上されること

となり、当社の連結業績に反映されることとなります。 

また、新しく当社のグループ会社となる（仮称）日本ＰＣマーケティング株式会社は、当社がパ

ソコン修理等で訪問した個人顧客や、当社のグループ会社である株式会社スマホスピタル、スマホ

ステーション株式会社の店舗来店者に対しても通信ＯＡ機器等の販売提案を行う機会が生じること

となり、今後、更なるシナジー効果が得られる可能性が見込まれます。 

 以上のことから合弁会社の設立を決定いたしました。 

 

 

 



２． 合弁会社の概要（予定） 

（１）名称 （仮称）日本ＰＣマーケティング株式会社 

（２）所在地 大阪府吹田市広芝町 9－33 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 辻本 佳嗣 

（４）事業内容 パソコン周辺機器及び通信機器の販売等 

（５）資本金 10 百万円 

（６）設立年月日 2020 年 3 月（予定） 

（７）決算期 8 月 

（８）出資比率 日本 PC サービス株式会社 70％ 

株式会社ＰＥＩ 30％ 

 （注）取締役については員数７名（うち日本ＰＣサービスグループから５名、株式会社ＰＥＩか

ら２名の就任を予定しております。） 

 

３． 合弁契約の相手先の概要 

（１）名称 株式会社ＰＥＩ 

（２）所在地 大阪府大阪市北区梅田１丁目３-2700  大阪駅前第３ビル 27 階 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 辻本 佳嗣 

（４）株主構成 辻本 佳嗣 100％ 

（５）事業内容 通信機器の販売、レンタル及び設備工事等 

（６）資本金 10 万円（2019 年 12 月 16 日現在） 

（７）設立年月日 2019 年 12 月 16 日 

（８）上場会社と当該会社と

の間の関係 

資本関係、人的関係、取引関係、及び関連当事者への該当状況 

において該当事項はありません。 

 

４． 日程 

（１）取締役会決議日 2020 年 2 月 27 日 

（２）合弁契約締結日 2020 年 3 月（予定） 

（３）事業開始日 2020 年 4 月（予定） 

 

５． 今後の見通し  

 当該合弁会社の設立による当社の2020 年８月期連結業績に与える影響は軽微であると判断してお

ります。2021 年８月期以降においては、昨年のライト通信との年間取引実績をベースに換算すると、

年間で売上高 173 百万円、粗利益 86 百万円が計上されることとなるため、当社の連結業績に寄与す

るものと考えております。今後の取り組み状況等により業績に影響が生じる場合には、速やかにお知

らせいたします。 

 

以  上 


